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呼ぶ。その個人は p（0 < p < 1）の確率で死亡するものとする。ここで、ある時点で誕生する個人の
数を１に基準化して考える。それゆえ、 t  時点で生存している s 個人の数はe−p(t−s)で表され、総人口
の大きさは 1/pとなる。個人は各時点で労働を供給するのであるが、個人が誕生の時点で与えられる
労働量はp＋ßであり、その供給量は誕生以後 ß（0 < ß < 1）の率で下落していくものとする。以上の
結果として、経済全体の総労働量はどの時点であっても１に基準化されていることになる。
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にy(t, s)とv(t, s)でそれぞれ s個人の t時点における労働供給による所得および金融資産の保有量を表
すとき、s個人は t 時点に、τ(t)y(t, s)の労働所得税とδ(t)rv(t, s)の資産所得税を政府に徴収されること
になる。
以上のことから、v(t, s) だけの金融資産を保持する s 個人の t 時点における動学的予算制約式は、
　　v
4







となる。ここで、w(t, s)は s 個人の t 時点における人的資産 (human wealth) を表している。労働供給の
定式化より成立するy(t, s) = w(t) (p＋ß) e−p(t−s)を代入して計算すると、
で与えられる。
個人は、(4)の制約のもと (2)を最大化する。その解をBlanchard (1985) と同様に計算すると、個人
の消費関数は、
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(t) = G(t)＋ rB(t)－τ (t)w(t)－δ(t)rV(t)       　　                                        (8)
となる。またD(t)で t時点における家計の外国債保有残高を表すとき、以下の式が成立している。



































   G'(t) = G＋ εhG(t)                            　                                           (14a)
　　τ'(t) = τ＋ εhτ(t)                                                                             (14b)
　　δ'(t) = δ＋ εhδ(t)                                    　                                     (14c)
と与えられるものとする。ここでhG(t)、hτ(t)、hδ(t)は、それぞれ、各時点ごとの政府支出、労働所得
税率と資産収益税率の変更を示す関数である。その変更は一般的にどのようなものであってもよいが、
本稿では、Judd (1987) や Zou (1994) のような変化について取り上げる。すなわち、hτ(t)を例に取ると、





(t) = {(1－ (δ＋ εhδ(t)))r－p－θ}C(t)
                 ＋ (p＋ß)(p＋θ){1－ (τ＋ εhτ(t))}w／ {(1－ (δ＋ εhδ(t)))r＋p＋θ}      
(15a)
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(t) = (G＋ εhG(t))＋ {1－ (δ＋ εhδ(t))}rB(t)－ (δ＋ εhδ(t))rD(t)－ (τ＋ εhτ(t))w  　　  (15b)
　　D
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(t) = rD(t)＋w－C(t)－ (G＋ εhG(t))         　　　　              　　　　 　      (15c)
となる。(15a)、(15b)と (15c)の解は、時間の変数 tとともにパラメータ εにも依存している。(15a)、(15b)
と (15c)の条件を満たす解をC(t, ε)、B(t, ε)、D(t, ε)と表すとき、これらは εで微分可能であるか
ら、３）それらを εで微分して ε = 0 のときの値を求める。表記の簡単化のために、
　　∂C(t, 0)／ ∂ε = Cε(t)、∂ [∂C(t, 0)／ ∂t]／ ∂ε = C
4
ε(t)、
    　∂B(t, 0)／ ∂ε = Bε(t)、∂ [∂B(t, 0)／ ∂t]／ ∂ε = B
4
ε(t)、






ε(t) = ((1－ δ)r－p－θ)Cε(t)－ (p＋ß)(p＋θ)whτ(t)／ ((1－ δ)r＋p＋ß)




ε(t) = (1－δ)rBε(t)－δrDε(t)＋hG(t)－whτ(t)－ r(B(t)＋D(t))hδ(t)        　　　 　　   (16b)
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(t) = (G＋ εhG(t))＋ rB(t)－ (τ＋ εhτ(t))τw             　　     　       　　　　       (15b')
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ここで、Judd (1985) と同様に、f (t) (t > 0) から、
によりあらたな関数F(s)を定義して、ラプラス変換を行う。HCε(s)、HDε(s)、HG(s)、Hτ(s)、Hδ(s)で、
それぞれ Cε(t)、Dε(t)、hG(t)、hτ(t)、hδ(t) のラプラス変換を表し、また、X = (p＋ß)(p＋θ)w／ ((1－δ)r
＋p＋ß)、Y = (p＋ß)(p＋θ)(1－ τ)wr／ ((1－δ)r＋p＋ß)2とするとき、(17)は、
となっている。これを解いて
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ところで、本モデルにおいてはサドルポイントが存在し、存在することを前提とした当初の定常均
衡は安定的であった。それゆえ、D(t, ε) の変化について考えるとき、どのような ε であったとしても
均衡は長期的に定常状態に収束することとなる。そして、どのような s についてもHDε(s)は有界とな
るのであり、このことはとくに s = rのときでも成立している。ところが、s = rのときには、上記 (18)
で行列は特異となっている。この特異性を解除するためには、(18)右辺の行列の第２行と列ベクトル
との積が0となること、すなわち





















t = 0 のときにも成立していること、またDε(0) = 0 であることを考慮して、
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の考慮は、B(t)に関する条件の (16b)でδ = 0 およびhδ(t) = 0とした式のみを対象とすることで十分で
ある。両辺を積分し計算を進めると、
　 HG(r)－wHτ(r) = 0                                                 (24)
となる。分離可能な労働所得税のみの場合には、変化する政府支出と労働所得税の税率の間で、この
ように単純な関係式が成立している。また、δ = 0 およびhδ(t) = 0とすると、(20)は
  　 Cε(0) = － (p＋θ)HG(r)＋ (p＋ß)(p＋θ)wHτ(r)／ (r＋p＋ß)　 　　　　　　　　　　  (20')
となる。以上のことから、政府の予算制約を考慮した上での効果は、(24)を (20')に代入して
































































































である。(27)にある逆行列を計算すると、ここでは |J| = (s－ (1－δ)r＋p＋θ)(s－ (1－δ)r)(s－r)として、
となっている。
ところで、s = (1－δ)rのとき、|J|= 0 となる。サドルポイントが存在しB(t, ε) についてどのような ε
でもHBε(s)は有界でなければならないので、（A）の場合と同様に考えると、 s = (1－δ)rのときには、
(27)右辺の列ベクトルと (28)右辺の第２行との積が0となる必要がある。すなわち、
   δr[－XHτ((1－δ)r)＋ (Y－ rC)Hδ((1－δ)r)＋Cε(0)]



















































































































































































２）Judd (1987) p. 684、Zou (1994) p. 351参照。
３）Judd (1985) p. 307、Zou (1994) p. 351参照。
４）Blanchard (1985) pp. 230-231 および Zou (1994) pp. 351-352 参照。
５）Zou (1994) p. 351参照。
６）Uhlig and Yanagawa (1996) および Bertola (1996) 参照。
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